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公益社団法人 熊本県浄化槽協会 



 

令和 5 年度事業計画 

 

国は、水環境の保全を図るため、令和 8年度の汚水処理施設整備の概成を目指し、改正

浄化槽法に基づき、合併処理浄化槽の整備・単独処理浄化槽の転換を加速化するとともに、

浄化槽の長寿命化を推進することとしている。 

 

熊本県は、令和 4年 3月策定した「くまもと生活排水処理構想 2021」において、効率的

な生活排水処理を実現する手法の一つとして、8 市町が一部の下水道計画区域を浄化槽区

域に切り替えるなど浄化槽区域を拡大した。また、合併処理浄化槽への転換を促進するた

め、財政支援や公的施設での優先的転換に取り組むとともに、特に特定既存単独処理浄化

槽への働きかけを強化するとしている。 

本県の令和 3 年度末の汚水処理人口普及率（単独浄化槽・汲み取り式便所を含まない）

は 88.8 パーセントであり、汚水処理人口に占める合併浄化槽の割合は 16.9 パーセントで

ある。 

また、令和 4 年 3 月末の合併処理浄化槽は 89,135 基であり、これに単独処理浄化槽

50,277 基を加えた合計は 139,412 基であるが、その法定検査の受検率は 66.3 パーセント

にとどまっており、汚水未処理人口の解消と同様に、早期の改善が強く望まれる。 

 

こうした浄化槽を取り巻く環境を踏まえ、本協会は、知事指定検査機関、公益社団法人

として社会的責務を強く自覚し、水環境の保全及び公衆衛生の向上に向け、行政・関係団

体や会員等と連携しながら、適正な法定検査の実施、浄化槽の設置や転換促進、適正な維

持管理の普及啓発等に取り組んでいく。 

また、協会業務の中核をなす法定検査について、安全性と効率性を両立させつつ浄化槽

管理者の信頼を得られるよう最大限努力するとともに、中長期的な視点に立ち、協会業務

とその遂行体制の改善、デジタル化への対応、職員の育成を積極的に進めていく。 

さらに、今年度は公益法人の認定を受けてから 15 年目、創立から 50 年目という節目に

あたることから、関係者の皆様に謝意を表し、使命の達成に向け決意を新たにする場とし

て記念行事を開催する。 

具体的には、以下の事業を実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

１ 公益目的事業 

１） 法定検査事業 

法定検査は、浄化槽の設置、保守点検及び清掃の実施が適正に行われ、浄化槽の機能

が正常に発揮されているか否かについて判断するために行うものであることから、指定

検査機関及び検査員としての果たすべき任務と責任は重要であることを自覚し、検査業

務を「法定検査ガイドライン」等に基づき的確に遂行する。 

 

（１）7条検査 

① 7 条検査の確実な実施 

浄化槽法第 7条に定める水質検査（以下「7条検査」という。）について、令和 4年度の

水質検査依頼書受付数等を想定し、令和 5年度の 7条検査基数は 2,250 基を見込み、法で

定める期間内に確実に実施する。 

また、7 条検査は浄化槽管理者が最初に受ける検査であることから、法定検査について

の理解を求め、信頼を得られるようにする。 

 

  ② 前受金対策 

7 条検査の手数料については、県要項等で原則前納制となっており、適正に管理すると

ともに、浄化槽の設置が中止された場合等は、法定検査作業マニュアルに基づき迅速に検

査手数料の返還を行う。 

 

（２）11 条検査 

  ① 11 条検査目標基数 

浄化槽法第 11条に定める定期検査（以下「11 条検査」という。）については、全ての浄

化槽について検査の実施を目指す中で、浄化槽管理者（利用者）の信頼を得、これまでの

実績や浄化槽の新設、廃止等の状況を踏まえ、未受検者対策等に取り組むことで目標基数

を 92,700 基とする。 

また、令和 2年 7月豪雨で被災した浄化槽については、浄化槽管理者の心情や復旧状況

に配慮し、維持管理の必要性についての理解を得ながら取り組む。 

 

 ② 未収金対策 

前年度 11 条検査未収金の浄化槽管理者については、検査員が訪問し未収金の徴収を行

い、継続的に検査を実施する。また、過年度の未収金がある浄化槽管理者へは定期的な請

求書の発送等を行い未収金の回収を図る。 

 

  ③ 維持管理業界との協力体制の推進 

浄化槽管理者の信頼性の向上、保守点検、清掃の維持管理の適正化及び法定検査の実施

基数増加と受検率の向上を図る事を目的に、維持管理業界と情報交換等の協力体制の構築

を図る。 



 

  ④ 未受検者対策 

改正浄化槽法における 11 条検査の重要性、役割を踏まえ、すべての浄化槽の検査実施

を目指し、指導権限を有する行政機関、関係業界と連携・協力を図り、未受検者へ受検勧

奨文書の送付及び戸別訪問等を行う。 

さらに、検査を受けないと意思表示された浄化槽管理者(検査拒否者)に対する指導の在

り方等について協議を行う。 

特に、単独処理浄化槽については、11 条検査の結果が特定既存単独処理浄化槽を把握す

るために重要であることに鑑み、浄化槽管理者に対する受検の指導を強化するよう要請す

る。 

 

⑤ 無管理・無清掃浄化槽対策 

法定検査の結果、改善が見受けられない無管理･無清掃浄化槽については関係行政機関

に情報を提供し、改善指導を依頼するとともに、行政が行う指導に協力していく。 

また、関係業界及び支部と連携し、浄化槽管理者に対して、浄化槽の適正な維持管理の

普及啓発に努める。 

 

 

 （３）法定検査関係管理業務 

  ① 法定検査精度管理システムの進行管理 

法定検査の信頼性と安全を確保するために、法定検査精度管理システムを適正に運用し、

法定検査作業における事故の再発防止に努め、法定検査に関する総合的な知識・技術の体

得、客観性や公平性及び安全意識を醸成するなど検査員の資質の向上を図り、7条・11条

検査及びそれに伴う関連業務を的確に実施する。 

 

 ② 浄化槽台帳管理システムの進行管理 

市町村等から提供される各種届出情報等を迅速・確実に処理を行うとともに、法定検

査等で把握した廃止、管理者変更等の情報提供を行い、台帳の精査に努め、行政機関が

実施する未受検者対策、浄化槽の適正普及等に活用できるよう進行管理する。 

また、行政機関が推進する設置届等のデジタル化に関する協議を継続し、対応できる

体制を整える 

 

③ 関係行政機関への法定検査等の報告 

浄化槽法に規定する 7条検査及び 11 条検査の報告については、環境省令で定める期

間、事項、検査結果のうち「不適正」の結果書の写し、併せて、検査拒否者を関係行政

機関に報告し、改善と指導を要請する。 

また、検査情報等は、検査実施日に法定検査システムから浄化槽台帳管理システムにデ

ータ送信での報告を行う。 

 



 

  ④ 法定検査業務計画の策定 

   法定検査業務計画は、協会運営に直接かかわるものであることから、最新の統計資料等

を活用し、県内の浄化槽の現状の把握と今後の浄化槽の設置基数等を見直し、協会運営に

資するよう以後の 5年間の検査実施計画を策定する。 

 

 

２）法定検査推進事業関連業務 

 （１）地域住民への普及啓発 

  ① 各種イベントへの参加等 

浄化槽の普及啓発に関連する各種イベント等に県・市町村等と連携のもと、積極的に参

加し、浄化槽模型やパネル等による啓発や、アンケートによる周知活動に取り組むととも

に、新聞・広告を活用し水環境に果たす浄化槽の役割等を周知する。 

 

  ② 浄化槽普及促進の啓発 

浄化槽の設置促進、適正管理を図るため、生活排水処理施設としての浄化槽の特性、有

効性及び浄化槽管理者の義務（点検・清掃・法定検査）等について普及啓発を行う。 

単独処理浄化槽については、受検勧奨文書等に転換チラシの同封等を行うとともに、市

町村広報誌への掲載等を積極的に働きかける。 

法改正により、県及び市町村が、浄化槽関係団体、指定検査機関及び外部有識者等の構

成員からなる「法定協議会」を組織できるとされた。協会としては、「法定協議会」の設置

を働きかけ、浄化槽の設置促進、単独処理浄化槽の転換等、浄化槽行政の円滑な推進を図

っていく。 

 

 （２）支部が行う法定検査等啓発 

  ① 地域（保健所）別連絡会議の開催 

法定検査の受検率の向上及び浄化槽の維持管理の適正化等に関する意見交換や情報等

の共有を目的とした地域（保健所）別連絡会議（県・市町村、関係業界、協会が一堂に会

する会議）を全支部にて開催する。本年度で 23 回目の開催となることから今後の会議が

有意義なものとなるよう、検討結果の検証や設置促進等への課題の整理等を行い開催する。 

 

② 各種啓発活動の実施 

各支部が地域の実情に応じた浄化槽の設置促進、適正な施工、維持管理及び法定検査並

びに水環境保全の重要性等の普及啓発方法を検討し、地域の特性を活かした効果的な普及

啓発事業を実施する。 

 

（３）浄化槽設置者講習会 

行政機関が開催する「浄化槽設置者講習会」に講師の派遣を行うとともに、市町村及び

自治会等を対象とした講習会等の開催に協力する。 



 

（４）協会ホームページの運用及び充実 

法定検査等の啓発及び浄化槽に関する各種情報の提供のための重要なツールとして運

用の充実を図る。 

 

 

 （５）会報の発行 

会員及び行政機関等に対し、協会の動向や支部活動等の取組み、法定検査に関する検査

計画や受検勧奨等、また、行政からの浄化槽に関する施策や補助金の情報、各種講習会の

案内等に関する情報を掲載した会報を年 2回発行する。 

 

 

（６）浄化槽技術講習会の開催 

   施工、保守点検及び清掃業者、並びに県・市町村関係者等を対象に技術力向上のための

講習会を全体研修と専門研修に分けて実施する。 

   なお、本講習会は、法改正に伴う管理士への研修機会として「熊本県浄化槽保守点検業

者の登録に関する条例及び施行規則」により位置づけられ熊本県との共催にて開催する。 

 

 

 

２ 収益事業等 

１）浄化槽機能保証制度事業 

浄化槽の信頼性を確保することを目的に、申請書受付業務を適正に実施するとともに、

必要に応じて地方保証制度審査委員会を開催する。 

 

２）物品等販売事業 

会員等の業務の利便性を高めるとともに、協会業務の推進を図るため、保守点検記録

用紙及び浄化槽工事業登録申請書等の各種申請書類等の販売を行う。 

 

３）省エネ型浄化槽システム導入推進事業受付受託業務 

環境省において、浄化槽分野における脱炭素化の推進に向けて、高効率機器への改修、

先進的省エネ型浄化槽への交換、再エネ設備の導入を推進する事業が、令和 4 年度から

8 年度にかけて実施される。 

本年度も執行団体である一般社団法人全国浄化槽団体連合会から、当事業の業務にお

ける「申請書受付業務」、「説明業務」を受託し、申請書の受付、審査、および本事業に

関する説明やチラシの送付等周知啓発を行い、事業を積極的に推進する。 

    （本年度の予算額 18 億円計上） 

 

 



 

３ その他の事業等 

１）単独処理浄化槽から合併処理浄化槽への転換助成事業 

    合併処理浄化槽の普及を促進し、生活排水による公共用水域の水質汚濁を防止するこ

とを目的に既存単独処理浄化槽から合併処理浄化槽への転換助成を 30 件実施する。 

    なお、助成にあたっては、協会会員が施工を行うことを主な要件とする。 

 

 

 

４ 法人の管理運営に必要な業務等 

１）総会及び理事会並びに各種委員会の開催 

   適正な法人運営を図ることを目的に、総会及び理事会等の会議を適宜開催する。 

 

２）職員教育等 

職員の資質・検査能力の向上及び人材育成を図ることを目的に、職員教育基本方針な

どに基づき実施する。主な研修は次の通り。 

   ① 技術研修 

法定検査の技術力や判定能力公平性など総合的な検査能力の向上等を目的として、新

たに認定された性能評価型浄化槽等についての構造及び機能等の技術研修や、九州地区

浄化槽指定検査機関協議会で開催される検査員研修会及び全国浄化槽技術研究集会等

にも積極的に参加する。 

   ② 安全対策 

法定検査時の事故の未然防止を図るため、検査員が主体となりリスクアセスメントを

実施し業務内容を適宜見直すことと併せ、検査の安全性を高めるための各種研修を計画

的に実施する。 

また、労働災害の防止、職場環境の向上、職員の健康の管理増進などを目的とした安

全衛生委員会を開催し、協会業務の円滑な推進に取り組む。 

 

３）危機管理への対応 

法定検査業務が生活排水処理に係り公衆衛生など重要な役割を持つことから、自然災

害や感染症等の発生により業務に滞りが生じないように、想定される危機に対し各部署

及び協会全体での情報収集や対応能力を培うための研修等を実施するとともに危機管

理体制の整備を図る。 

 

 ４）創立 50 周年・公益法人移行 15 周年記念式典 

    協会の歴史の節目を祝うとともに関係者への感謝を表し、今後の健全な協会発展を祈

念する行事として「創立 50 周年・公益法人移行 15 周年記念式典」を令和 5 年 11 月に

熊本市内で開催する。 

 



 

 ５）顕彰及び表彰事業 

    次の表彰等の機会には積極的に推薦を行う。 

１）叙勲、褒章等 

２）環境大臣表彰 

３）国土交通省総合政策局長表彰 

４）国土交通省住宅局長表彰 

５）環境省環境再生・資源循環局長表彰 

６）熊本県環境整備功労者知事表彰 

７）一般社団法人全国浄化槽団体連合会会長表彰 

８）当浄化槽協会会長表彰 

 

６）調査研究等 

   ① 公益目的事業・収益事業・法人会計の調査研究 

    協会を取り巻く状況を踏まえ、法定検査の検査手数料、分析機器の整備状況、検査基

数の推移等を基に、公益目的事業、収益事業、法人会計事業の収支分析及び将来予測を

行う。 

    法定検査手数料の適正化に向けた調査研究を行い検査料金の改定に向けた検討を行

う。改定の予定時期を令和 6年 4月とする。 

 

   ② 事務及び水質分析業務の効率化に関する調査研究 

金融機関の業務変更、デジタル化などの社会情勢の変化に対応し、電子決済に関する

他県の導入調査、外部委託の有効活用や業務のシステム化等、事務作業の更なる効率化

を図る。 

    水質分析業務においては、BOD 測定のための新型装置の導入・計画的な設備の更

新を踏まえ更なる作業の効率化を図る。 

 

 

 

 

 

以上 

 



　　　　　第2号議案

[単位：円]

令和5年度 令和4年度

　 A-B

Ⅰ 一般正味財産増減の部

1 経常増減の部

（1）経常収益

受取入会金

入会金収入 100,000 100,000 0

受取会費

会費収入 8,677,000 8,893,000 △ 216,000

事業収入 399,073,000 399,291,000 △ 218,000

11条検査手数料 367,092,000 364,320,000 2,772,000 92,700基

7条検査手数料 22,725,000 23,735,000 △ 1,010,000 　2,250基

保証登録手数料 6,556,000 6,556,000 0 　1,700基

設置届出書販売手数料 400,000 400,000 0

物品販売物手数料 300,000 300,000 0

事務委託収入 2,000,000 3,980,000 △ 1,980,000

県委託費収入 0 0 0

受取補助金等 0 0 0

受取負担金 0 0 0

雑収益 55,000 45,000 10,000

407,905,000 408,329,000 △ 424,000

429,310,000 416,795,000 12,515,000

給料手当 232,402,000 218,614,000 13,788,000

福利厚生費 41,038,000 39,246,000 1,792,000

退職給付費用 8,130,000 7,794,000 336,000

会議費 3,692,000 3,570,000 122,000

旅費交通費 13,104,000 14,274,000 △ 1,170,000

受講料 325,000 192,000 133,000

通信運搬費 20,652,000 21,946,000 △ 1,294,000

消耗什器備品費 4,110,000 3,851,000 259,000

検査消耗品費 6,694,000 8,790,000 △ 2,096,000

修繕費 947,000 1,647,000 △ 700,000

印刷製本費 4,566,000 4,644,000 △ 78,000

燃料費 7,592,000 7,038,000 554,000

光熱水料費 3,542,000 3,175,000 367,000

車両他賃借料 13,565,000 12,623,000 942,000

会場借上料 30,000 1,330,000 △ 1,300,000

教材費 65,000 112,000 △ 47,000

保険料 564,000 555,000 9,000

諸謝金 1,270,000 1,336,000 △ 66,000

租税公課 1,426,000 1,365,000 61,000

検査協力費 1,720,000 1,995,000 △ 275,000

支部事業活動費 3,711,000 3,685,000 26,000

転換助成事業費 1,500,000 1,500,000 0

振込手数料負担金 6,488,000 6,045,000 443,000

保証登録料 1,200,000 1,360,000 △ 160,000

支払家賃 1,199,000 1,200,000 △ 1,000

広報啓発費 2,654,000 2,758,000 △ 104,000

新聞図書費 149,000 186,000 △ 37,000

委託費 14,532,000 18,524,000 △ 3,992,000

組合費 460,000 460,000 0

支払負担金 740,000 740,000 0

減価償却費 30,706,000 25,691,000 5,015,000

交際費 152,000 152,000 0

雑費 385,000 397,000 △ 12,000

　令和 5年 度　収　支　予　算　書
（ 令和5年4月1日 から 令和6年3月31日まで ）

　科　　　目
増減

備　　考合計
A

合計
B

経常収益　計

（2）経常費用

事業費



　　　　　第2号議案

[単位：円]

令和5年度 令和4年度

　 A-B

16,844,000 8,861,000 7,983,000

役員報酬 0 0 0

給料手当 1,377,000 1,295,000 82,000

福利厚生費 244,000 233,000 11,000

退職給付費用 49,000 47,000 2,000

会議費 1,520,000 1,140,000 380,000

旅費交通費 150,000 0 150,000

受講料 1,000 1,000 0

通信運搬費 480,000 283,000 197,000

消耗什器備品費 142,000 206,000 △ 64,000

修繕費 5,000 5,000 0

印刷製本費 375,000 247,000 128,000

燃料費 4,000 3,000 1,000

光熱水料費 69,000 62,000 7,000

車両他賃借料 159,000 77,000 82,000

会場借上料 3,439,000 100,000 3,339,000

教材費 0 0 0

保険料 11,000 11,000 0

諸謝金 1,744,000 63,000 1,681,000

租税公課 27,000 24,000 3,000

支部事業活動費 1,651,000 1,691,000 △ 40,000

振込手数料負担金 6,000 4,000 2,000

支払家賃 3,000 3,000 0

広報啓発費 1,493,000 113,000 1,380,000

新聞図書費 51,000 51,000 0

委託費 73,000 51,000 22,000

総会費 1,655,000 1,650,000 5,000

慶弔費 438,000 300,000 138,000

組合費 9,000 9,000 0

支払負担金 208,000 270,000 △ 62,000

減価償却費 52,000 52,000 0

交際費 669,000 450,000 219,000

雑費 740,000 420,000 320,000

446,154,000 425,656,000 20,498,000

0 0 0

△ 38,249,000 △ 17,327,000 △ 20,922,000

2 経常外増減の部

（1）経常外収益

固定資産売却益 0 0 0

0 0 0

0 0 0

（2）経常外費用

固定資産売却損 0 0 0

雑損失 0 0 0

法人税、住民税および事業税 131,000 131,000 0

131,000 131,000 0

△ 131,000 △ 131,000 0

0 0 0

△ 38,380,000 △ 17,458,000 △ 20,922,000

461,389,000 365,722,730 95,666,270

423,009,000 348,264,730 74,744,270

Ⅱ 指定正味財産増減の部

受取補助金等 0 0 0

一般正味財産への振替額 0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

Ⅲ 正味財産期末残高 423,009,000 348,264,730 74,744,270

経常外費用　計

　令和 5年 度　収　支　予　算　書
（ 令和5年4月1日 から 令和6年3月31日まで ）

　科　　　目
増減

備　　考合計
A

合計
B

管理費

経常費用　計

評価損益等調整前当期経常増減額

当期経常増減額

経常外収益　計

指定正味財産期首残高

指定正味財産期末残高

当期経常外増減額

他会計振替額

当期一般正味財産増減額

一般正味財産期首残高

一般正味財産期末残高

当期指定正味財産増減額



[単位：円]

収1 収2 収3 収4 収6 他1

　 法定検査 共通 小計 保証登録 講習会 物品販売 計量事業 省エネ浄化槽 転換助成 共通 小計

Ⅰ 一般正味財産増減の部

1 経常増減の部

（1）経常収益

受取入会金

入会金収入 100,000 0 0 0 0 0 0 0 0 0 100,000

受取会費

会費収入 8,677,000 0 0 0 0 0 0 0 868,000 868,000 7,809,000

事業収入 399,073,000 390,217,000 390,217,000 6,556,000 0 300,000 0 2,000,000 0 8,856,000 0

11条検査手数料 367,092,000 367,092,000 367,092,000 0 0 0 0 0 0 0 0 92,000基

7条検査手数料 22,725,000 22,725,000 22,725,000 0 0 0 0 0 0 0 0 　2,350基

保証登録手数料 6,556,000 0 0 6,556,000 0 0 0 0 0 6,556,000 0 　1,700基

設置届出書販売手数料 400,000 400,000 400,000 0 0 0 0 0 0 0 0

講習会手数料 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

物品販売物手数料 300,000 0 0 0 0 300,000 0 0 0 300,000 0

事務委託収入 2,000,000 0 0 0 0 0 0 2,000,000 0 2,000,000 0

県委託費収入 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

受取補助金等 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

受取負担金 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

雑収益 55,000 55,000 55,000 0 0 0 0 0 0 0 0

407,905,000 390,272,000 0 390,272,000 6,556,000 0 300,000 0 2,000,000 868,000 0 9,724,000 7,909,000

小計

給与手当 233,779,000 228,631,000 228,631,000 2,330,000 0 0 0 1,271,000 170,000 3,771,000 1,377,000

福利厚生費 41,282,000 40,371,000 40,371,000 412,000 0 0 0 225,000 30,000 667,000 244,000

退職給付費用 8,179,000 7,997,000 7,997,000 82,000 0 0 0 45,000 6,000 133,000 49,000

会議費 5,212,000 3,654,000 3,654,000 38,000 0 0 0 0 0 38,000 1,520,000

旅費交通費 13,254,000 13,104,000 13,104,000 0 0 0 0 0 0 0 150,000

受講料 326,000 322,000 322,000 1,000 0 0 0 1,000 1,000 3,000 1,000

通信運搬費 21,132,000 20,377,000 20,377,000 120,000 0 5,000 0 103,000 47,000 275,000 480,000

消耗什器備品費 4,252,000 4,076,000 4,076,000 10,000 0 1,000 0 22,000 1,000 34,000 142,000

検査消耗品費 6,694,000 6,694,000 6,694,000 0 0 0 0 0 0 0 0

修繕費 952,000 938,000 938,000 9,000 0 0 0 0 0 9,000 5,000

印刷製本費 4,941,000 4,332,000 4,332,000 51,000 0 177,000 0 6,000 0 234,000 375,000

燃料費 7,596,000 7,584,000 7,584,000 3,000 0 0 0 5,000 0 8,000 4,000

光熱水料費 3,611,000 3,424,000 3,424,000 118,000 0 0 0 0 0 118,000 69,000

車両他賃借料 13,724,000 13,523,000 13,523,000 20,000 0 2,000 0 2,000 18,000 42,000 159,000

会場借上料 3,469,000 30,000 30,000 0 0 0 0 0 0 0 3,439,000

教材費 65,000 65,000 65,000 0 0 0 0 0 0 0 0

保険料 575,000 545,000 545,000 19,000 0 0 0 0 0 19,000 11,000

諸謝金 3,014,000 1,235,000 1,235,000 16,000 0 2,000 0 2,000 15,000 35,000 1,744,000

租税公課 1,453,000 1,382,000 1,382,000 44,000 0 0 0 0 0 44,000 27,000

検査協力費 1,720,000 1,720,000 1,720,000 0 0 0 0 0 0 0 0

支部事業活動費　 5,362,000 3,711,000 3,711,000 0 0 0 0 0 0 0 1,651,000

転換助成事業費 1,500,000 0 0 0 0 0 0 0 1,500,000 1,500,000 0

振込手数料負担金 6,494,000 6,155,000 6,155,000 316,000 0 0 0 0 17,000 333,000 6,000

保証登録料 1,200,000 0 0 1,200,000 0 0 0 0 0 1,200,000 0

支払家賃 1,202,000 1,190,000 1,190,000 5,000 0 0 0 3,000 1,000 9,000 3,000

広報啓発費 4,147,000 2,612,000 2,612,000 0 0 0 0 0 42,000 42,000 1,493,000

新聞図書費 200,000 149,000 149,000 0 0 0 0 0 0 0 51,000

委託費 14,605,000 14,475,000 14,475,000 49,000 0 1,000 0 1,000 6,000 57,000 73,000

組合費 469,000 444,000 444,000 16,000 0 0 0 0 0 16,000 9,000

支払負担金 948,000 740,000 740,000 0 0 0 0 0 0 0 208,000

減価償却費 30,758,000 30,562,000 30,562,000 144,000 0 0 0 0 0 144,000 52,000

総会費 1,655,000 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1,655,000

慶弔費 438,000 0 0 0 0 0 0 0 0 0 438,000

交際費 821,000 152,000 152,000 0 0 0 0 0 0 0 669,000

雑費 1,125,000 385,000 385,000 0 0 0 0 0 0 0 740,000

446,154,000 420,579,000 0 420,579,000 5,003,000 0 188,000 0 1,686,000 1,854,000 0 8,731,000 16,844,000

△ 38,249,000 △ 30,307,000 0 △ 30,307,000 1,553,000 0 112,000 0 314,000 △ 986,000 0 993,000 △ 8,935,000

2 経常外増減の部

固定資産売却益 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

（2）経常外費用

固定資産売却損 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

雑損失 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

法人税、住民税および事業税 131,000 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 131,000

131,000 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 131,000

△ 131,000 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 △ 131,000

0 0 855,000 855,000 0 0 0 0 0 0 △ 855,000 △ 855,000 0

△ 38,380,000 △ 30,307,000 855,000 △ 29,452,000 1,553,000 0 112,000 0 314,000 △ 986,000 △ 855,000 138,000 △ 9,066,000

461,389,000 391,682,000 14,683,000 406,365,000 33,740,000 777,000 1,371,000 1,085,000 1,489,000 △ 7,282,000 △ 6,193,000 24,987,000 30,037,000

423,009,000 361,375,000 15,538,000 376,913,000 35,293,000 777,000 1,483,000 1,085,000 1,803,000 △ 8,268,000 △ 7,048,000 25,125,000 20,971,000

Ⅱ 指定正味財産増減の部

受取補助金等 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

一般正味財産への振替額 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

Ⅲ 正味財産期末残高 423,009,000 361,375,000 15,538,000 376,913,000 35,293,000 777,000 1,483,000 1,085,000 1,803,000 △ 8,268,000 △ 7,048,000 25,125,000 20,971,000

　令和5年度　収 支 予 算 書 内 訳 表
（ 令和5年4月1日 から 令和6年3月31日まで ）

　科　　　目 予算合計

公益目的事業会計 収益事業等会計 法人会計

備　　考

経常収益　計

公１
法人会計

事　　業　　費 事　　業　　費 管理費

当期指定正味財産増減額

指定正味財産期首残高

指定正味財産期末残高

一般正味財産期首残高

一般正味財産期末残高

当期一般正味財産増減額

経常外費用　計

経常外収益　計

（2）経常費用

当期経常外増減額

他会計振替額

経常費用　計

当期経常増減額

（1）経常外収益
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